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地層処分の理解促進>>>

億4,000万円）が支給されました。その内訳は、
ANDRAから約686万ユーロ（約8億5,800万
円）、EDFから約152万ユーロ（約1億9,000万
円）、その他が約76万ユーロ（約9,500万円）で
した。GIPへの助成金は以下のような地域の振
興に役立てられました。

１． 経済開発と雇用の助成（企業の設立計
画、近代化、発展等の支援、企業環境の
改善への寄与、雇用増加のための支援）

２． コミューン間において計画された地域
開発、必要とされる地域への支援（郊外

の開発、居住環境整備、公共の部門及び
サービスの人口に応じた再編成、新規通
信技術の導入等）

３． 県のインフラストラクチャー整備の支援
（道路等の整備）

４． 観光開発と県のイメージ向上に対する
支援（観光者向けのインフラストラク
チャーの整備、県の評判やイメージを改
善すると思われる活動の支援）

2006年の放射性廃棄物等管理計画法に基づ
く新たなGIPでは、参加市町村は今後処分場と
なる可能性のあるビュール地下研究所周辺の
250km2の区域を包含する300以上の市町村へ
と拡大され、予算規模も年間2,000万ユーロ（25
億円）／GIPへと拡大されています。

● 廃棄物発生者による地域での経済的支援に
関する取り組み
法的枠組みに基づいて設置される公益事業

共同体（GIP）とは別に、ビュール地下研究所
を有する地域において、廃棄物発生者であるフ
ランス電力株式会社（EDF）、AREVA社、並び
に原子力・代替エネルギー庁（CEA）が、処分
場プロジェクトとは別に2015年までに1,000人
の地元雇用を創出するという目標に相応する事
業を地域と検討を進めながら実施しています。
具体的には、当該地域をフランスのエネルギー
戦略の拠点と位置付けた次表のような事業が
2005年より展開されています。
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ビュール地下研究所

事業分類 取組主体 取組概要（事業概要）

省エネに関する事業の実施 EDF 省エネ設備移行等に際しての、融資支援、設備工事に際しての地元企業への発注等

バイオマス・エネルギーの安
定供給に関する事業

CEA 次世代バイオマス燃料生産施設

EDF 木材ガス化によるコジェネレーションのパイロットプラント

AREVA社 バイオディーゼル生産施設、バイオマスによるコジェネ発電所

3者共同 バイオマス利用のための森林開発等研究の実施

地場産業活性化に関する事業 3者共同 地場産業である鉄工・冶金産業を中心とした、専門能力工場（研修）の設置、地域企業
からの製品購入・発注等

地域の開発支援事業の創出や
中小企業支援

EDF EDFの古文書保管施設の設置、スペアパーツ倉庫の設置（設置可能性調査の実施）

AREVA社 AREVA社の古文書保管施設の設置

3者共同 企業融資（低利融資、金利補助）




